
 
 

第 章 事業計画

 
実施体制

 
（ ）構成機関（機関として本事業に参画する学校・企業・団体等）

構成機関（学校・団体・機関等）の名称 役 割 等 内諾 都道府県名

長 崎 大 学 人財育成改善事業試行 済 長 崎 県

長 崎 県 土 木 部 地域人財育成事業改善 済 長 崎 県

長 崎 県 建 設 業 協 会 地域人財育成事業改善 済 長 崎 県

長崎県測量設計コンサルタンツ協会 地域人財育成事業改善 済 長 崎 県

長 崎 県 建 設 技 術 研 究 セ ン タ ー 地域人財育成事業改善 済 長 崎 県

 
（ ）構成員（委員）の氏名

（上記（１）の機関から参画する者および個人で本事業に参画する者等） 
氏名 所属・職名  役割等  内諾 都道府県名  

松田 浩 長崎大学大学院工学研究科・教授  運営協議会委員長 済 長 崎 県  

浅野和広 長 崎 県 土 木 部 ・ 部 長  運営協議会副委員長  済 長 崎 県  

谷村隆三 長 崎 県 建 設 業 協 会 ・ 会 長  運 営 協 議 会 委 員  済 長 崎 県  

森重孝志 長崎県測量設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会・会長 運 営 協 議 会 委 員  済 長 崎 県  

田中修一 長崎県建設技術研究ｾﾝﾀｰ・理事長  運 営 協 議 会 委 員  済 長 崎 県  

山下敬彦 長崎大学大学院工学研究科・教授  運 営 協 議 会 委 員  済 長 崎 県  

森口 勇 長崎大学大学院工学研究科・教授  運 営 協 議 会 委 員  済 長 崎 県  

中村聖三 長崎大学大学院工学研究科・教授  運 営 協 議 会 委 員  済 長 崎 県  

夛田彰秀 長崎大学大学院工学研究科・教授  運 営 協 議 会 委 員  済 長 崎 県  

森田千尋 長崎大学大学院工学研究科・准教授  運 営 協 議 会 委 員  済 長 崎 県  
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（ ） ①“道守”カリキュラム改善検討委員会

（構成員（委員）の氏名（上記（２）の者うち本委員会構成員））  

氏名 所属・職名 役割等 内諾 都道府

県名
松 田 浩 長崎大学大学院工学研究科・教授 カリキュラムの改善検討 済 長 崎 県

田 口 陽 一 長崎 県土 木部 建設 企画 課 ・課長 カリキュラムの改善検討 済 長 崎 県

池 田 正 樹 長崎 県土 木部 道路 維持 課 ・課長 カリキュラムの改善検討 済 長 崎 県

野 田 浩 長 崎 県 建 設 業 協 会 ・ 専 務 理 事 カリキュラムの改善検討 済 長 崎 県

吉 川 國 夫
長崎県測量設計コンサルタンツ協会

技 術 委 員 会 副 委 員 長
カリキュラムの改善検討 済 長 崎 県

馬 場 幸 治
長 崎 県 建 設 技 術 研 究 セ ン タ ー

技 術 部 長
カリキュラムの改善検討 済 長 崎 県

三田村孝治 道 守 認 定 者 カリキュラムの改善検討 済 長 崎 県

蒋 宇 静 長崎大学大学院工学研究科・教授 カリキュラムの改善検討 済 長 崎 県

中 村 聖 三 長崎大学大学院工学研究科・教授 カリキュラムの改善検討 済 長 崎 県

森 田 千 尋 長崎大学大学院工学研究科・准教授 カリキュラムの改善検討 済 長 崎 県

奥 松 俊 博 長崎大学大学院工学研究科・准教授 カリキュラムの改善検討 済 長 崎 県

 
（ ） ②“道守”審査委員会

（構成員（委員）の氏名（上記（3）の者うち本委員会構成員））  

氏名 所属・職名  役割等  内諾 都道府県名  

松 田 浩 長崎大学大学院工学研究科・教授  審 査 委 員 長  済 長 崎 県  

山 下 敬 彦 長崎大学大学院工学研究科・教授  審 査 副 委 員 長 済 長 崎 県  

中 村 聖 三 長崎大学大学院工学研究科・教授  審 査 副 委 員 長 済 長 崎 県  

才 本 明 秀 長崎大学大学院工学研究科・教授  審 査 委 員  済 長 崎 県  

奥 松 俊 博 長崎大学大学院工学研究科・准教授 審 査 委 員  済 長 崎 県  

森 田 千 尋 長崎大学大学院工学研究科・准教授  審 査 委 員  済 長 崎 県  
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（ ）下部組織（設置は任意）

名称（“道守”運営委員会）  

氏名 所属・職名  役割等  内諾 都道府県名  

松 田 浩 長崎大学大学院工学研究科・教授  
カ リ キ ュ ラ ム の  

改善検討の素案作成  
済 長 崎 県  

蒋 宇 静 長崎大学大学院工学研究科・教授  
カ リ キ ュ ラ ム の  

改善検討の素案作成  
済 長 崎 県  

中 村 聖 三 長崎大学大学院工学研究科・教授  
カ リ キ ュ ラ ム の  

改善検討の素案作成  
済 長 崎 県  

才 本 明 秀 長崎大学大学院工学研究科・教授  
カ リ キ ュ ラ ム の  

改善検討の素案作成  
済 長 崎 県  

奥 松 俊 博 長崎大学大学院工学研究科・准教授
カ リ キ ュ ラ ム の  

改善検討の素案作成  
済 長 崎 県  

森 田 千 尋 長崎大学大学院工学研究科・准教授  
カ リ キ ュ ラ ム の  

改善検討の素案作成  
済 長 崎 県  

 
講義･実習担当の構成

本養成ユニットは「道守補助員」、「道守補」、「特定道守」、「道守」の 4 コースを設置し

ている。本年度は、「道守補助員」、「道守補」、「特定道守」の３コースのプログラムを実施

した。下表に各コースの担当教職員及び道守関係者を記す。 
 
① 道守補助員コース

氏 名 役 職 所 属 担 当 

松田 浩 教 授 工学研究科 講義・実習 

森田千尋 准教授 工学研究科 講義・実習 

杉本知史 助 教 工学研究科 講義・実習 

高橋和雄 名誉教授 インフラ長寿命化センター 講義・実習 

出水  享 技術職員 工学研究科 講義・実習 

小島健一 特任研究員 インフラ長寿命化センター 講義・実習 

吉川國夫 H23 年度認定道守 実習 

前田 穣 H22 年度認定特定道守  （株）大島造船所 実習 

渡部祐介 H20 年度認定道守補 熊本県長洲町役場 講義・実習 

（有）吉川土木コンサルタント 
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② 道守補コース 
氏 名 役 職 所 属 担 当 

松田 浩 教 授 工学研究科 講義・実習 
中村聖三 教 授 工学研究科 講義 
森田千尋 准教授 工学研究科 講義・演習・実習 
勝田順一 准教授 工学研究科 講義 
杉本知史 助 教 工学研究科 講義・実習 
森山雅雄 准教授 工学研究科 演習 

佐々木謙二 助 教 工学研究科 講義 

高橋和雄 名誉教授 インフラ長寿命化センター 講義 
山本正幸 技術専門職員 工学研究科 演習 
出水  享 技術職員 工学研究科 講義・演習 
小島健一 特任研究員  インフラ長寿命化センター 講義・演習・実習 

林山愛弓 特任研究員  インフラ長寿命化センター 演習・実習 

清崎大貴  インフラ長寿命化センター 演習 

阿部  允 代表取締役 (株)BMC 実習 

上阪康雄 代 表 コサカ設計アソシエーツ 実習 

吉川國夫 H23 年度認定道守 (有)吉川土木コンサルタント 演習・実習 

森  史朗 H22 年度認定道守 (株)麻生 演習 

木原 真 H24 年度認定道守 株式会社アサヒコンサル 演習 

郡家光德 H24 年度認定道守 (株)上滝 演習 

山口 忍 H24 年度認定道守  演習 
副島一郎 H21 年度認定特定道守  副島塗装(株) 実習 
山本尚次 H22 年度認定特定道守  錦建設工業(株) 実習 

堀川俊二 H23 年度認定特定道守  (株)星野組 演習 

山根誠一 調査・設計部長 (株)コスモエンジニアリング 実習 
永石浩紀 課長代理 オリンパス(株) 演習 

若林祐一郎 センター長 基礎地盤コンサルタンツ(株) 講義・実習 
夏目隆弘 支店長代理 基礎地盤コンサルタンツ(株) 実習 

大元康温 部 長 基礎地盤コンサルタンツ(株) 実習 

山下浩二 部 長 基礎地盤コンサルタンツ(株) 講義・実習 
高本博昭 課 長 基礎地盤コンサルタンツ(株) 実習 

熊岡康之進 課 長 基礎地盤コンサルタンツ(株) 実習 
佐保亮輔 主 任 基礎地盤コンサルタンツ(株) 実習 
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道守補コース ラーニング教材担当講師表

タ イ ト ル 講 師 

道守の役割 松 田  浩 

構造物防災と維持管理 高 橋 和 雄 

橋梁概論構成材料・鋼橋施工技術の変遷 松 田 浩 

長崎県の道路構造物の現状 中 ノ 瀬 聡 

コンクリート構造物の点検 上 阪 康 雄 

コンクリート橋の設計・施工技術 上 阪 康 雄 

コンクリート橋の点検時の着目点と検査技術 佐 々 木 謙 二 

コンクリート構造物劣化原因とその事例 松 田 浩 

コンクリート橋の診断と小規模補修例 上 阪 康 雄 

鋼構造鉄鋼材料の特徴と変状 勝 田 順 一 

鋼構造物の劣化現象 森 田 千 尋 

鋼橋点検時の着目点と検査技術 中 村 聖 三 

鋼構造物の劣化原因とその事例 阿 部  允 

鋼橋の診断と小規模補修例 阿 部  允 

斜面・舗装の維持管理 杉 本 知 史 

トンネルの維持管理 杉 本 知 史 

道守ポータルについて 出 水 享 
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③ 特定道守コース 

氏 名 役 職 所 属 担 当 

松田 浩 教 授 工学研究科 講義 

中村聖三 教 授 工学研究科 講義・演習 

奥松俊博 准教授 工学研究科 講義 

才本明秀 教 授 工学研究科 講義・演習 

森田千尋 准教授 工学研究科 講義 

蒋 宇静 教 授 工学研究科 講義 

勝田順一 准教授 工学研究科 講義・演習 

森山雅雄 准教授 工学研究科 講義 

佐々木謙二 助 教 工学研究科 講義・演習 

夛田彰秀 教 授 工学研究科 講義 

中原浩之 教 授 工学研究科 講義 

田邉秀二 教 授 工学研究科 講義 

杉山和一 教 授 水産・環境科学総合研究科 講義 

山口朝彦 准教授 工学研究科 講義 

高橋和雄 名誉教授 インフラ長寿命化センター 講義 

本村文孝 助 教 工学研究科 演習 

出水  享 技術職員 工学研究科 講義 

大野敦弘 技術職員 工学研究科 演習 

小島健一 特任研究員 インフラ長寿命化センター 演習・実習・P 演習 

林山愛弓 特任研究員 インフラ長寿命化センター 演習・実習・P 演習 

玉田和也 教 授 舞鶴工業高等専門学校 講義 

竹田宣典  (株)大林組 講義 

佐藤研一 教 授 福岡大学 講義 

濱田秀則 教 授 九州大学 講義 
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日比野誠 准教授 九州工業大学 講義 

松永 守  長崎県治水砂防ボランティア協会  講義 

野田正彦  長崎県治水砂防ボランティア協会  実習 

坂口徳久  長崎県治水砂防ボランティア協会  実習 

松田智彦  長崎県治水砂防ボランティア協会  実習 

松本一彦  長崎県治水砂防ボランティア協会  実習 

原田常夫  総合地研（株） 実習 

楢崎原国彦  総合地研（株） 実習 

福井謙三 副本部長 基礎地盤コンサルタンツ(株) 講義・実習 

夏目隆弘 支店長代理 基礎地盤コンサルタンツ(株) 講義・実習 

熊岡康之進 課 長 基礎地盤コンサルタンツ(株) 実習 

福島洋介 専門幹 長崎振興局建設部砂防課傾斜地保全班  実習 

日當昌樹 主任技師 長崎振興局建設部砂防課傾斜地保全班  実習 

柳原浩二 主任技師 長崎振興局建設部道路維持課改良二班  P 演習 

井村保雄 専門幹 長崎振興局建設部道路維持課維持補修班  実習 

荒木 喬 主任技師 長崎振興局建設部道路維持課維持補修班  P 演習 

樋野勝巳 代 表 樋野企画 講義 

安波博道 部 長 土木研究センター 講義 

阿部 允 代表取締役 (株)BMC 講義 

谷倉 泉 研究第二部部長 施工技術総合研究所 講義 

山根誠一 調査・設計部長 (株)コスモエンジニアリング P 演習 

松永昭吾 福岡支店長 (株)共同技術コンサルタント P 演習 
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（ ）事業の実施体制図（イメージ）

■社会基盤分野職域プロジェクト体制図(社会基盤分野コンソーシアムに参画）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

“道守”養成ユニット運営協議会（年３回程度開催）

・参画機関・長崎県内関連企業、業界団体、  

自治体等とのコーディネート

・「地域版学び直しプログラム」の開発

“道守”カリキュラム改善検討委員会（年３回程度開催）

・現道守カリキュラムの改善

・オーダーメード型教育プログラムの検討

・体系的な学習ユニット積み上げ方式カリキュラムの検討

“道守”審査委員会（年３回程度開催）

“道守”運営委員会（年４回程度開催）

・被養成者の選考

・認定試験の実施要領および試験の手引きの策定

・認定試験の実施

・カリキュラムの改善の素案の作成

・被養成者の募集･養成計画

・認定者の登録管理

・全国版および地域版カリキュラムの実施の協議

・全国展開に関する協議、情報交換

・シンポジウムの開催

ME 連携会議（年３回程度開催）
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長崎大学 

長崎県 

土木部 

長崎県 

建設業協会 

長崎県測量設計 

コンサルタンツ協会 

長崎県 

建設技術研究センター 



 
 

 
 

 
 
 

事業内容の概要

事業の目的・概要

平成 年度に産学官連携コンソーシアムで開発したコアカリキュラムとローカルカリ

キュラムを活用して、地元の企業、業界団体、自治体等のインフラ再生に資する人材ニー

ズを踏まえたオーダーメイド型教育プログラムの開発を行う。さらに、長崎の地域特性を

考慮し、社会人が学びやすい学習環境を提供するために、 ラーニングや学習ユニット積

み上げ方式教育プログラムの開発・実証を行う。これをもって、インフラ再生に必要な能

力を持った人材を育成する。

 
事業の実施意義や必要性について

① 当該分野における人材需要等の状況、それを踏まえた事業の実施意義

高度経済成長期に集中的に整備されたインフラが更新の時期を迎えつつあるが、公共投

資を取り巻く環境は厳しさを増し、効率的かつ戦略的な施設の維持管理手法が求められて

いる。一般会計予算総額中に占める一般

公共事業予算費は年々減少してきてお

り、 年度では 程度まで落ち込ん

だ。また、それに伴い建設業就業者数もピ

ーク時である 年の ％にまで落ち

込み、そして技術者の高齢化が進んでい

る。国土交通省によれば、建設後 年

以上経過した道路橋は、平成 年度に

は ％、排水場、水門等では ％にもの

ぼり、インフラの老齢化が今後劇的に進

行する。東日本大震災だけでなく、各地

学習ユニット積み上げ方式

(自治体向け)

“道守”養成ユニットの全体像

図 -1.1 道守養成ユニット実施体制
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で猛威を振う自然の厳しさのなか、利便性だけでなく安全なインフラの重要性が認識され

つつあるが、老朽化インフラが増加する一方でインフラ再生を担う技術者が圧倒的に不足

している。さらには自然環境・要求性能等に対応するインフラ整備技術の多様化もあり、

技術が細分化されることで俯瞰した総合力を有する技術者が減少しており、技術の伝承と

発展の継続に関する困難さも大きな問題となっている。

上記の問題を解決すべく長崎大学と岐阜大学では、科学技術戦略推進費事業によりイン

フラの維持管理を担う技術者の養成を実施した。図 に長崎大学の実施例を示す。連携

自治体および地域建設業界を巻き込んだ体制を確立することにより、産官学の垣根のない

「技術と知識に基づく人的ネットワーク」が形成されることで立場の枠を超えたコミュニ

ケーションが可能となることが示された。育成された人材は、県職員と県職員 とで毎年

実施している橋梁、斜面、トンネル点検に参加している。さらに、身近なインフラ構造物

の異常を発見し、スマートフォン等の 技術を活用して、道路管理者に報告を行ってお

り、県内の安全安心な社会の形成に貢献している。これらの取り組みは、インフラの維持

管理における人材不足を解決するために長崎県で独自に実施されたものであり、全国的に

も極めて先駆的な取り組みである。このように、地域再生を担うインフラ再生技術者育成

事業の重要性を確認するとともに、今後継続して検討すべき以下のテーマを抽出した。

これらのテーマに対し、本事業を通して戦略的なインフラ再生技術者の育成と活用する

仕組みを構築し、地域でリーダーとなれる人材を各地に輩出し、地域でのインフラに関す

る問題解決を担うことが重要といえる。

② 取組が求められている状況、本事業により推進する必要性

インフラ施設の維持管理や再生は、全国的に深刻な問題となりつつあり、全国で通用す

る一定レベル以上の技術者を育成できるカリキュラム（コアカリキュラム）および地域の

事情に適応したローカルカリキュラムを設計することの意義は大きい。

本事業で推進する人材育成プログラムは、これまで科学技術戦略推進費によってインフ

ラ施設の維持管理技術者を育成してきた岐阜大学と長崎大学が協力することで、はじめて

可能になる事業であり、発注者と受注者という関係に依存しない大学という教育機関だか

らこそ成し得るものと考える。また、このような人材の必要性は岐阜県、長崎県に限定さ

れるものではなく、人材育成事業の全国展開も重要な課題である。今回人材育成事業の実

施を３地域とともに検討し、コア・ローカルカリキュラムが構築されれば、全国への展開

に弾みがつくものと考えられる。

さらに、インフラ維持管理に携わる技術者の高齢化問題も深刻となっており、社会人教

育だけでなく、今後インフラ再生技術に関する技術を有する新卒者の輩出も視野に入れる

・実践知（実務経験）と形式知（技術理論と倫理観）を併せ持った技術者が必要

・発注者と受注者が同等の技術／知識レベルを持って対等に事業に取り組むことが必

要

・どの地域でも適応可能な基礎技術とそれを応用できる知識が必要

・地域に根ざした技術者の育成（絶対数の確保）が必要
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べきである。インフラ再生技術分野を確立し、学部・大学院教育へと展開していくために

は、この事業を大学が中心となって進めていく必要があるといえる。将来的には、インフ

ラ構造物の維持管理に関して全く目を向けていないアジア諸国からの留学生を受け入れ、

我が国のインフラ再生技術の国際展開が期待できる。

③取組実施にあたっての平成 年度までに実施された職域プロジェクト等の成果の活用

方針、方法等

平成 年度に実施した行政ニーズ、地域ニーズアンケートおよびヒアリング調査結果

からは、特に行政において土木技術者の採用が減少しており、そのためインフラ施設を維

持管理・更新していくための人材が不足傾向にあること、それゆえに個々の技術者の技術

レベルの向上が不可欠であるが、一方で長期の研修期間中勤務できないとなると業務に差

し支えるため、比較的短期間（ ～ 日程度）の講習を希望していることが明らかとなった。

この結果を基に、平成 年度には長崎の地域特性を考慮し、社会人が学びやすい学習環境

を提供するために、“道守”カリキュラム改善検討委員会を設置してレベル の道守補の

ラーニング教材の開発や学習ユニット積み上げ方式教育プログラムの開発・実証を行っ

た。平成 年度も前年度の成果を踏まえて、レベル の特定道守の ラーニング教材の

開発、道守補のテキストの作成および学習ユニット積み上げ方式教育プログラムの開発・

実証を行う。養成人数を増やすために、養成講座の回数を増やして対応する。

また、平成 年度には全国で通用する一定レベル以上の技術者を育成できるコアカリ

キュラムと、各地域の実情に適応したローカルカリキュラムをカリキュラム検討 で検

討した。この成果を活用し、平成 年度に土砂災害危険箇所の多い長崎県においては、イ

ンフラ再生技術者の習得すべき分野として、道路斜面の点検の拡大を検討し、長崎地域に

特化したオーダーメイド型カリキュラムを開発した。平成 年度はこの結果を反映した

カリキュラムを実証する。

また、平成 年度までの産官学コンソーシアムの成果を踏まえて、コアカリキュラムを

全国展開するために、九州地区において試行するための調査を実施する。

事業の成果目標

期待される活動指標（アウトプット ・成果目標および成果実績 アウトカム

○期待される活動指標（アウトプット）

・ アンケート調査による道守 レベル３：管理技術者 講座の受講希望者の把握

・ 地域版学び直しプログラムの九州内での展開の候補地区の数

・ 地域版学び直しプログラム 入門レベル：道守補助員、レベル１：道守補，レベル２：

特定道守 の改善と実施

・ 地域版学び直しプログラム（初級レベル：自治体インフラ研修）講座の試行

・ 地域版学び直しプログラム（レベル１：道守補）講座のカリキュラムを一部利用した人

材育成

○期待される成果目標

・ 地域の実情に合った民間企業と自治体の人材の育成
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・ 地域版学び直しプログラムの ラー二ング教材およびテキストの作成による効果的か

つ効率的な学習体制の確立

・ 成果報告書の作成、成果報告会の開催および九州内の可能性調査により、県内の受講者

の発掘や九州内への展開

○期待される成果実績（アウトカム）

・ 地域版学び直しプログラムでの受け入れ人数の推計

特定道守・道守補・道守補助員養成講座 人

・ 地域版学び直しプログラム（自治体インフラ研修）の受け入れ予定人数の推計 人

・ 地域版学び直しプログラムを一部利用した人材育成の受け入れ人数の推計 人

・ 成果報告書を 機関へ配布（教育機関 件、企業 件、行政機関 件）

・ 半日程度の成果報告会の開催 人出席

 
実施概要

① 会議

本職域プログラムはコア・ローカルカリキュラムの実証事業を主に担い、それらの活用

を視野に入れた議論を進める。

・“道守”養成ユニット運営協議会

目 的：養成する人材の地域での活動内容や活用方法を議論する。また、“道守”カリキ

ュラム改善検討委員会から提案されたカリキュラムを審議し決定のうえ試行す

る。

体 制：長崎大学担当教員、長崎県土木部長、長崎県建設業協会会長、長崎県測量設計

コンサルタンツ協会会長、長崎県建設技術研究センター理事長

・“道守”カリキュラム改善検討委員会

目 的：カリキュラム検討 （全体）と連携し、現道守カリキュラムの改善を図り、地

域版学び直しプログラムの原案を作成する。

体 制：長崎大学担当教員、長崎県土木部建設企画課長、長崎県土木部道路維持課長、

長崎県建設業協会専務理事、長崎県測量設計コンサルタンツ協会技術委員会副

委員長、長崎県建設技術研究センター技術部長、道守認定者

・“道守”審査委員会

目 的：被養成者の選考、認定試験の実施要領の策定、認定試験の実施

担 当：長崎大学担当教員

・“道守”運営委員会

目 的：被養成者の募集・養成計画、認定者の登録管理、カリキュラム改善の原案作成

担 当：長崎大学担当教員

・ メンテナンスエキスパート 連携会議

目 的：平成 年度までのコンソーシアムで議論した全国版および地域版カリキュラ

ムの実施、全国展開に関する協議、情報交換を行う等の連携した取り組みによ

り効率的な運用を図る。

体 制：長岡科学技術大学、岐阜大学、山口大学、愛媛大学、長崎大学
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・ シンポジウム

目 的：成果の全国発信を目的に、東京にて 人規模のシンポジウムを開催する。

連携会議の参画大学関係者および各機関での養成講座受講者による報告会とす

る。

体 制： 連絡会議の構成組織

② 調査等

※平成 年度の調査等は平成 年度とは別個の次の展開への調査である。

・道守 レベル３、管理技術者 に関する受講のニーズ調査

目 的：特定道守 レベル２、診断技術者 および道守補 レベル１、点検技術者 の修

了者に対して、上位の道守講座の受講の意向を調査

対象、規模：特定道守、道守補 人

手 法：アンケート調査票送付

実施方法：長崎大学で発送、回収、集計分析

・インフラ再生技術者育成の定着化と全国展開に関する調査

目 的：インフラ再生技術者育成の定着化と全国展開のために連携大学以外の組織に

対するヒアリングや意見交換を実施して、課題や方策を協議する。

対象、規模：舞鶴高専、名古屋大学、東北大学、国土交通省本省の４組織

手 法：ヒアリング、意見交換

実施方法：インフラ長寿命化センターの教職員が各組織につき２人で担当

・道守講座の九州地区での開催に関する調査

目 的：平成 年度までに確立した地域学び直し版カリキュラムを九州地区に展開

するための可能性の調査

対象、規模：佐賀大学、九州共立大学等の九州地区の大学等、国土交通省九州地方整備

局、 一社 九州橋梁・構造工学研究会 ６組織

手 法：訪問によるヒアリング、意見交換

実施方法：インフラ長寿命化センターの教職員が各組織につき２人で担当

・道守の組織化およびネットワーク形成に関する調査

目 的：道守修了者を組織化し、技術力の維持・向上や情報交換の場を設けるための

説明と組織化

対象、規模：壱岐、対馬および五島の島嶼部の３箇所

手 法：訪問による説明会、アンケート調査

実施方法：インフラ長寿命化センターの教職員が各組織につき２人で担当、アンケート

は大学で集計分析

③ モデルカリキュラム基準、達成度評価、教材等作成

・地域版学び直しプログラム（レベル３：道守）の改善

目 的：地域版学び直しカリキュラム（レベル３）の改善

実施方法：これまでのカリキュラムを検証し、“道守”カリキュラム改善検討委員会で改
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善案を作成し、”道守 養成ユニット運営協議会で決定する。

・ ラーニング教材の開発

目 的：長崎は離島が多いことから、社会人の学びやすさのために、講義に を用

いることが効果的であり、多忙な自治体職員の研修にも有効であることから、

ラーニング教材を開発する。さらに、本事業終了後の自立した運営にも有

効であることが見込める。この教材を効果的、効率的な教育ツールにするた

めに、今年度から長崎大学大学教育イノベーションセンターおよび 基盤

センターと協議を開始し、方策の検討と課題を抽出する。

規 模：地域版学び直しプログラム（レベル ：特定道守）講座の講義部分（ 時間

相当）の講座と道守補の実習 時間 を想定した教材を作成する。さらに関

連する事業用 サイトの機能強化と改良を行う。

実施方法：外部業者に依頼し、講義担当者の講義を撮影編集

・テキストの開発

目 的：社会人の学びやすさのために、 ラーニング教材に加えてテキストを作成す

る 。

規 模：地域版学び直しプログラム（レベル ：道守補）講座のテキストを作成

実施方法：“道守”カリキュラム改善検討委員会でテキストの書式を検討し、”道守 養成

ユニット運営協議会で決定する。

④実証等

前年度の道守カリキュラム改善検討委員会およびコンソーシアムカリキュラム の検

討結果を基にカリキュラムを改善し、改良された講座の試行を行う。「インフラ再生の総合

技術者」を地域において輩出する。なお、レベル１の道守補の講義については、開発する

ラーニング教材を活用する。これによって、養成できる人数を大幅に増やす。国土交通

省の民間資格の登録を受けて、道守認定者が技術者として活用される目途がついたことか

ら、講座受講に関心が高まっていることを受けて養成する人数を増やす。

・地域版学び直しプログラム（入門レベル：道守補助員）講座の実施

目 的：地域版学び直しカリキュラム（入門レベル）の改善と実施

対象、規模 一般市民、民間企業より 会場、計 人程度

時 期： 月中旬、 月中旬、 月上旬で 回、半日間

手 法：離島等現地への出前講座（講義、実習）

実施方法：大学教職員および道守認定者による実証講座の実施

・地域版学び直しプログラム（レベル１：道守補）講座の実施

目 的：地域版学び直しカリキュラム（レベル１）の改善と実施

対象、規模：自治体職員、民間企業より 会場、 人程度

時 期： 月中旬、 月上旬より 日間（ 時間）

手 法：講義（ を利用）、演習、実習

実施方法：大学教職員、著名外部講師および道守認定者による実証講座の実施

・地域版学び直しプログラム（レベル２：特定道守）講座の実施
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目 的：地域版学び直しカリキュラム（レベル２）の実施

対象、規模：自治体職員、民間企業より 人程度

時 期： 月上旬より 日間（ 時間）

手 法：講義、演習、実習

実施方法：大学教職員、著名外部講師および道守認定者による実証講座の実施

・地域版学び直しプログラム（初級レベル：自治体インフラ研修）講座の試行

目 的：昨年度の成果を踏まえ、地域版学び直しカリキュラム（初級）と学びやすさ

の改善と試行

対象、規模：自治体職員 名程度

時 期：７月上旬より講義 日間（１日 時間）と演習・実習 日間 時間

手 法：講義、演習、実習

実施方法：大学教職員、著名外部講師および道守認定者による実証講座の実施、講義に

ついては出前で実施

⑤今年度までの取組成果のとりまとめ等

地域版学び直しプログラムの開発・実証の成果として以下を実施する。

・事業成果報告書（事業の実施内容）の公開、関係機関への配布

規 模： 冊

手 法：データの での公開、関係教育機関、関係企業、自治体等へ合計 機関へ

発送

・成果報告会の開催

規 模：参加者目標 人程度

手 法：半日程度のシンポジウム形式の報告会を開催

・道しるべの発行 道守広報誌

規 模： 版 頁 部 年 回発行

手 法：データの での公開、道守・外部講師等への配布

事業成果および事業終了後の方針（事業成果物）

①・平成 年度事業成果報告書 頁、 部

②・地域版学び直しプログラム道守 レベル３ のカリキュラムの改善

③・地域版学び直しプログラム特定道守の講義の一部と道守補の実習部分の ラーニング

教材の開発

④・地域版学び直しプログラム道守補のテキストの作成

⑤・実証した地域版学び直しプログラム特定道守および道守補のカリキュラム

事業成果および事業終了後の方針（成果の活用等）

①・事業成果の周知のため、データの での公開、関係教育機関、関係企業、自治体等合

計 機関へ郵送配布 教育機関 件、企業 件、行政機関 件

②・平成 年度に実施する道守 レベル３ の講座で試行

③・平成 年度以降の特定道守の講義および道守補の実習部分に活用
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④・平成 年度以降の道守補の講座で活用

⑤・特定道守および道守補のカリキュラムを活用した講座の九州地区への展開

・実証した道守補カリキュラムの一部を大学の教養教育、専門教育、大学院教育に活用

・実証した道守補カリキュラムの一部を長崎県立工業高校生への「インフラ長寿命化実

習」等に活用

運営委員会、審査委員会、カリキュラム改善検討委員会および運営協議会の開催状況

道守のカリキュラムの改善、事業の実施と試行については、大学内の“道守”養成ユニ

ット運営委員会 運営委員会と略称 ，“道守”養成ユニット審査委員会 審査委員会と略称

産学官の委員から構成される“道守”養成ユニットカリキュラム改善検討委員会 カリキュ

ラム改善検討委員会運営委員会と略称 および“道守”養成ユニット運営協議会 運営協議

会と略称 で計画の立案、承認を行っている。以下に平成 年度の会議の主な審議事項等

をまとめる。会議はいずれも長崎大学インフラ長寿命化センター会議室で開催された。

運営委員会

①第１回運営委員会

日 時：平成 年 月 日（火） ： ～

＜審議事項＞

委員会の設立について

平成 年度道守補（中期）コース募集について

平成 年度道守補（中期）コースカリキュラムについて

平成 年度特定道守コースカリキュラムについて

平成 年度道守補助員コースカリキュラムについて

②第 回運営委員会

日 時：平成 年 月 日（木） ： ～ ：

平成 年道守補助員コースカリキュラムについて

＜報告事項＞

長崎市研修日程の報告

中核的事業進捗状況報告

③第 回運営委員会

日 時：平成 年 月 日（火） ： ～ ：

＜審議事項＞

道守補 後期 コースカリキュラム改定について

道守補 後期 コース募集要項について

道守補助員コースの募集について
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道守資格更新について

長崎市インフラ研修を使った道守補受講について

④第 回運営委員会

日 時：平成 年 月 日（月） ： ～ ：

＜審議事項＞

道守・特定道守コース認定更新のための調査報告書の提出について

道守補テキストついて

新上五島町との包括協定に基づく社会資本の維持管理に関する覚書について

報告事項

道守の活動・活用の現状とこれからに関するアンケート調査の実施について

県外道守補助員長洲町における試行報告

⑤第 回運営委員会

日 時：平成 年 月 日（火） ： ～ ：

＜審議事項＞

特定道守コースの一部見直しと受講者受け入れ枠の拡大について

報告事項

道守の活動・活用の現状とこれからに関するアンケート調査の結果について

平成 年度道守養成ユニット講座成果報告会について

審査委員会

①第 回審査委員会

日 時：平成 年 月 日（木） ～ ：

＜審議事項＞

平成 年度道守補（前期）コース受講者の選考について

認定後の活動について（認定更新内規の改訂、名簿の作成）

審査委員会業務と運営委員会の設置について

②第 回審査委員会

日 時：平成 年 月 日（火） ： ～

＜審議事項＞

平成 年度道守補（前期）コース認定試験について

平成 年度道守補助員コース確認テストについて

③第 回審査委員会

日 時：平成 年 月 日（木） ～ ：

＜審議事項＞

平成 年度道守補 前期 コース認定試験合否判定について
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出席不足者への対応について

平成 年度道守補（中期）コース、特定道守コース受講者選考について

道守補助員コース確認テスト廃止について

平成 年度道守補 中期 コース認定試験問題について

④第 回審査委員会

日 時：平成 年 月 日（金） ： ～ ：

＜審議事項＞

平成 年度道守補（中期）コース認定試験問題について

道守補助員コース確認テストについて

その他

⑤第 回審査委員会

日 時：平成 年 月 日（火） ： ～ ：

＜審議事項＞

平成 年度道守補（中期）コース合否判定について

道守補助員コース合否判定について

受講者アンケート結果について

⑥第 回審査委員会

日 時：平成 年 月 日（月） ： ～ ：

＜審議事項＞

道守補 後期 コース受講者の選考について

平成 年度特定道守コース 鋼構造、コンクリート構造 の認定試験の試験問題につい

て

カリキュラム改善検討委員会

①第 回カリキュラム改善検討委員会 メール会議

日 時：平成 年 月

＜審議事項＞

道守補カリキュラム一部見直しについて

平成 年度特定道守コースにつて

道守補助員コースの見直しについて

②第 回カリキュラム改善検討委員会

日 時：平成 年 月 日（木） ： ～ ：

＜審議事項＞

道守補カリキュラムの改善について

道守補助員のカリキュラムの改善について
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道守補と特定道守の の作成について

道守補受講生アンケートについて

道守補・特定道守のカリキュラムの課題に関する意見交換

道守講座の実施について

平成 年度国土交通省登録資格の拡大について

③第 回カリキュラム改善検討委員会

日 時：平成 年 月 日（月） ： ～ ：

＜審議事項＞

特定道守コースの一部見直しと受講者受け入れ枠の拡大について

報告事項

道守の活動・活用の現状とこれからに関するアンケート調査の結果について

平成 年度道守養成ユニット講座成果報告会について

運営協議会

①第 回運営協議会

日 時：平成 年 月 日（月） ： ～ ：

＜審議事項＞

平成 年度道守補（前期）コース受講者の選考について

認定後の活動について（認定更新の内規の改定、名簿の作成）

審査委員会業務と運営委員会の設置について

②第 回運営協議会 メール会議

日 時：平成 年 月

＜審議事項＞

平成 年度道守補（中期）コース、特定道守コースの募集について

③第 回運営協議会

日 時：平成 年 月 日（火） ： ～ ：

＜審議事項＞

平成 年度道守補（前期）コース認定試験合否判定について

出席不足者への対応について

平成 年度特定道守、道守補（中期）コース受講者の選考

道守補助員コースカリキュラム改訂と確認テストの廃止について

道守アンケート 道守補助員コース）について

＜報告事項＞

中核的事業進捗状況の報告について
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④第 回運営協議会

日 時：平成 年 月 日（金） ： ～ ：

平成 年度道守補（中期 長崎・対馬）認定試験合否判定について

平成 年度道守補助員 対馬 認定試験合否判定について

平成 年度道守補（後期 早岐）募集要項について

平成 年度道守補助員 西海 募集について

熊本県長洲町での道守補助員の試行について

道守資格更新について

⑤第 回運営協議会

日 時：平成 年 月 日（水） ： ～ ：

＜審議事項＞

平成 年度道守補（後期 早岐・長崎）受講生選考について

＜報告事項＞

道守の活用について

熊本県長洲町役場への道守補助員の試行

 
カリキュラム改善検討委員会 運営協議会 
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